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重点改革項目（具体例）について 

  

基本方針のもと、今後進めていく重点改革項目の具体的な事例は、以下の通りです。 

 

Ⅰ．多様な主体との協働・パートナーシップ構築 

 

（１） 市民参画、多様な主体との協働の推進 

・市民参画、協働の推進【継続】 

・大学等との連携【継続】 

・協働による駅前エリア商業活性化 

・協働による公園、街路樹のリデザインモデル事業の推進 

 

（２） 官民連携によるノウハウの積極活用 

・民間活力の導入による複合型公共施設の整備 

・官民連携による田辺公園拡張整備【継続】 

・留守家庭児童会における民間活力の導入 

 

（３） 広報・広聴機能の充実、透明性の高い行政の推進 

・まちの情報発信機能の充実【継続】 

・オープンデータの推進 

 

（４）多様性を活かした社会の構築 

・重層的支援体制の構築 

・障がい者の自立と社会参加の促進 

・高齢者支援施策の充実（健康づくり、介護予防、施策の見える化） 
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Ⅱ．デジタル技術の活用と人材育成による行政運営の質の向上 

 

（１） ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）の推進 

・情報システムの標準化、共通化 

・行政手続きのオンライン化 

・地域社会のデジタル化 

 

（２） 組織マネジメントと人材育成、人材確保 

・全庁的な会議体の見直しと役割の明確化 

・職員の資質向上を図るための人材育成【継続】 

・職員採用方法の見直しによる多様な人材確保 

・テレワークの推進、多様な働き方改革の推進 

 

Ⅲ．持続可能な財政構造の構築 

 

（１） 財政の健全化推進（歳出削減、歳入確保） 

・国民健康保険財政の健全化【継続】 

・小学校給食費公会計化による徴収の効率化 

・ふるさと納税制度を活用した財源確保【継続】 

 

（２） 公共施設マネジメントの推進 

 ・幼稚園保育所に係る配置適正化 

 ・学校規模、学校配置の適正化検討 

 ・福祉施設長寿命化によるライフサイクルコストの縮減 


